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別紙３ 

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）基盤技術の研究開発 

 
（１）研究の目的 

本テーマでは、次世代ネットワーク(NGN)における基盤技術の研究開発

を通し、下記の実現を目指す。 
■ 世界に先駆けた次世代ネットワーク基盤技術の確立 
■ 国際標準化への貢献 
■ 社会への貢献 
具体的には、各々異なる特性を持つモバイル網・ホーム網と相互接続さ

れた NGN において、1 億超の端末(ヒト・物)から多種多様な情報（映像・

音声・データ）の受発信を、ユーザが端末や環境を意識することなく、

同時に多種多様なサービスを運用しながらリアルタイム・高質・高信頼

に実現する ICT プラットフォームを構築する基盤技術を確立する。また、

各技術検討を通し、これらの基盤技術の中で連携インタフェースの明確

化を行い、必要な機能の連携動作確認のための総合実験を実施する。 
 
（２）研究期間 
   平成１８年度から平成２２年度（５年間） 
 
（３）委託先企業 

日本電信電話株式会社＜幹事＞ 
日本電気株式会社 
株式会社日立製作所 
株式会社 KDDI 研究所 
沖電気工業株式会社 
エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ株式会社 

 
（４）研究予算（百万円） 
   平成１８年度      ６６５．２（契約金額） 
   平成１９年度      ７７８．２（契約金額） 
   平成２０年度      ８４１．７（契約金額） 
 
（５）研究開発課題と担当 
   課題ア：次世代コアネットワーク構成技術の研究開発 
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1. 機能分散型トランスポートネットワーク制御統合技術（日本電信電

話株式会社） 
2. 高度トランスポートサービス処理マウント技術技術（日本電信電話

株式会社） 
3. 大容量分散データ流通技術（日本電気株式会社） 
4. 分散サービス間コラボレーション技術（株式会社日立製作所） 

   課題イ：ネットワーク間高度接続技術の研究開発 
1. FMC シームレス制御技術（株式会社 KDDI 研究所） 
2. キャリア間高性能・高信頼相互接続技術（沖電気工業株式会社） 
3. 自律分散 QoS 制御技術（エヌ･ティ･ティ･アドバンステクノロジ株

式会社） 
4. キャリアネットワーク構成機器相互接続技術（エヌ･ティ･ティ･ア

ドバンステクノロジ株式会社） 
      
（６）主な研究成果 
   平成１８年度 
    特許出願：   １２ 件 
    外部発表：   ２０ 件 
   平成１９年度 
    特許出願：   １５ 件 
    外部発表：   ３４ 件 
   平成２０年度 
    特許出願：   ５５ 件 
    外部発表：   ６４ 件 
    

具体的な成果 
 
課題ア：次世代コアネットワーク構成技術の研究開発 

課題ア－１ 機能分散型トランスポートネットワーク制御統合技術 

平成１８年度 

(1) アーキテクチャの検討およびソフトウェアの試作 

機能分散型トランスポートネットワーク制御統合技術を実現するた

めの全体アーキテクチャ及び機能要求条件の検討を行い、システム全

体の基本動作を担う CE-FE*1制御統合方式、および IETF で標準化策定中

の ForCES*2プロトコルを適用した CE-FE 間通信方式の仕様を作成し、両

方式のソフトウェアを試作した。 
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本検討成果として特許を 2件出願するとともに学会等に 3件発表し

た。 

(2) 評価検証及び動作確認 

実験環境を構築し両試作の評価検証を行い、基本動作の確認を通し

て本方式の実現性を明らかにするとともに、ネットワークトポロジー

の変更に動的に対応する基本機能の動作および FE100 台規模のネット

ワークにおけるシステムの安定動作を確認した。 

(3) 国際標準化 

IETF、ITU-T、PICMG 等の関連する標準化動向調査、関連技術の市場

動向調査を実施すると共に、学会での成果の発表、標準化会議への参

加を通して、標準化へ向けた仲間作りを推進した。 

*1：ルータ等のネットワーク転送系ノードの制御機能（CE：Control 

Element）、転送機能（FE：Forwarding Element） 

*2：CE と FE をネットワーク上に分散配備するフレームワークの標準プ

ロトコル（ForCES:Forwarding and Control Element Separation

プロトコル） 

 

平成１９年度 

機能分散型トランスポートネットワーク制御統合技術を実現するア

ーキテクチャに対し、CE の故障や高負荷等の状況が発生した際に、FE

が CE との接続の切断検出または CE からの通知を契機として、転送処

理は無中断のまま別の CE との接続関係を動的に再構築する方式の仕様

を作成し、ソフトウェアを試作した。更に、実験環境を構築し試作ソ

フトウェアの評価検証を行い、基本動作確認を通して本方式の実現性

を明らかにした。 

また、CE 高負荷時に動的に CE-FE 間接続の切替・分離・統合を実施

する際に、負荷分散を考慮して CE と FE との接続関係を決定する技術

の確立のため、CE の処理負荷の指標として消費電力に着目し、CE の消

費電力情報を常時収集・利用可能なシステムの構築を行うための基本

検討を実施した。具体的には、CE の消費電力情報を随時収集し、CE-FE

間接続決定を担うアプリケーションから利用可能な形で蓄積する方式

の仕様を作成し、その機構を備えた CE を実現し、実環境における基本

動作の確認を実施し、本方式の実現性を明らかにした。 

また、前年度に試作を実施したソフトウェアに対して、高負荷環境

下および FE1,000 台規模のネットワーク環境を構築し、システムの安

定動作を確認した。 
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標準化活動として、仲間作りを推進し IETF ForCES においてメッセ

ージ通信の高信頼化に関する寄書を提案した。 

 

平成２０年度 

機能分散型トランスポートネットワーク制御統合技術を実現するア

ーキテクチャに対し、CE の高負荷等の状況が発生した際に、CE の負荷

状態を監視する装置（監視マネージャ）による検出または CE からの通

知を契機として、転送処理は無中断のまま複数 CE において FE との接

続関係を動的に再構築することにより負荷を分散させる方式の仕様を

作成し、ソフトウェアを試作した。更に、実験環境を構築し試作ソフ

トウェアの評価検証を行い、基本動作確認を通して本方式の実現性を

明らかにした。 

また、ネットワークのトポロジが変化した際の CE での経路計算時間

を高速化するアルゴリズムを考案し、シミュレーションで机上評価を

行うと共に、実現性を確認するためソフトウェアを試作した。試作ソ

フトウェアにより提案アルゴリズムの実機での処理時間測定を行い、

その効果を確認すると共に課題を明らかにした。 

更に、アジア諸国と連携した効率的な標準化推進体制の構築のため、

中日韓（CJK）検討会合に参加するとともに、機能分散型トランスポー

トネットワーク技術検証のため CJK テストベッドに接続して本技術の

検証を実施した。また CJK 会合での仲間作りを通し、ITU-T SG13 Q.20

での検討課題として寄書提案を実現した。IETF では、継続的に標準化

活動を推進し,寄書の提案を実施すると共に、新たに相互接続イベント

実現に向けた協力関係の構築、寄書提案を実現した。 

 

課題ア－２ 高度トランスポートサービス処理マウント技術 

平成１８年度 

平成 19年度以降での実施課題であり、平成 18年度の研究成果はない。 

 

平成１９年度 

CE と FE を分離し、標準プロトコル（ForCES）をベースに機能分散型

トランスポートネットワーク制御統合技術を実現するアーキテクチャ

に対し、高度 QoS または高度セキュリティ処理サービス等を実現可能

とする、高度トランスポートサービス処理を担う SE を統合するため、

高度トランスポートサービス処理マウント技術の基本方式として、SE

を統合した全体アーキテクチャ、SE の必要機能、必要なインタフェー
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ス種別、インタフェース規定、CE-SE 間および FE-SE 間通信方式の仕様

を作成し、ソフトウェアを試作した。更に、実験環境を構築し試作ソ

フトウェアの評価検証を行い、基本動作確認を通して本方式の実現性

を明らかにした。 

 

平成２０年度 

高度トランスポートサービス処理機能が柔軟且つ経済的に追加可能

である事が要求されるため、地理的に分散した FE がネットワーク越し

にサービス処理機能（SE）を利用できるようにする事が必要とされる。

本研究では、まず、FE で要求されたサービス処理機能をフローによっ

て識別し、サービス提供可能な SE 向け経路を MPLS により自動選択す

る方式と SE、FE の追加・削除に対応して前述の SE 向け経路である MPLS

パスを自動で設定する方式について検討し、仕様を作成した。また、

提案方式の基本動作確認のためにプロトタイプソフトウェアの試作・

評価、特許出願、学会での発表を実施した。 

これらにより、ネットワークトポロジーの動的変更に対する SE 経路

（MPLS パス)の再設定動作及び処理時間の確認、SE へのサービス設定

数を増加させた際の SE 内部処理時間を測定し、提案方式の実現性を確

認した。 

また、SE の転送性能として、10Gbps のスループット性能を可能とす

ることが求められており、CMT 技術を搭載した市販プロセッサボード上

に、SE 転送性能 10Gbps 実現方式の基本動作を確認する為に、プロトタ

イプソフトウェアの仕様検討、試作、評価を行い、提案方式の実現性

を確認した。 

 

課題ア－３ 大容量分散データ流通技術 

平成１８年度 

(1) 高速マルチレイヤ分散ディレクトリ技術 

想定する端末数、コンテンツ数が膨大（数億）であることからシミ

ュレーションを活用した定量的な比較評価を行うためにシミュレーシ

ョン環境を構築した。次に、このシミュレーション環境上で、既存の

動的ディレクトリ管理技術を適合率・再現率・平均検索時間・平均メ

ッセージ数・最大メッセージ数・平均ホップ数・最大ホップ数の７軸

で定量評価を実施した。この結果を考慮して、高速マルチレイヤ分散

ディレクトリ技術のアーキテクチャ基本仕様を策定した。 

(2) スケーラブル端末シームレス接続技術 
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センサ端末といった低処理能力端末を含む様々なデバイス間で接続

制御に関して、端末における帯域使用量及び処理負荷を軽量化するシ

グナリング技術の開発を完了した。開発技術に関し、メッセージサイ

ズ及び CPU 使用量、メモリ使用量等のパラメータについて評価を実施

し、報告をもって平成 18 年度の目標を達成した。開発シグナリング技

術は、固定的に使用する通信パラメータを事前に接続先と共有化する

ことで、接続制御時に端末が送信すべき情報量そのものを減らし帯域

使用量を削減する。また、シグナリング処理を端末でのみ実施可能な

処理と網側処理に関連し端末では実施しない処理とに分類し、後者の

処理を他のサーバ（または端末）が代行することによって、低処理能

力端末の処理負荷を削減する。 

(3) 大容量分散格納･大規模同時伝送技術 

ユニフォームストレージクラスタ(USC)の基本仕様策定のために、ア

ーキテクチャ検討、概要設計ならびに基本設計を完了した。また、USC

のターゲット規模での実現性を検証するための、サーバ 6台からなる

ストレージクラスタシミュレーション装置を開発し、USC 装置の論理シ

ミュレーションによる検証を実施し、実現性検証報告を行った。 

 

平成１９年度 

(1) 高速マルチレイヤ分散ディレクトリ技術 

平成 18 年度の成果である既存技術の評価結果と高速マルチレイヤ分

散ディレクトリ管理システムのアーキテクチャに基づいて、高速マル

チレイヤ分散ディレクトリ技術仕様の詳細を検討した。ユビキタス環

境におけるコンテンツは生成・消滅頻度が高いため情報伝搬の速度が

問題になる。そこで、高速マルチレイヤ分散ディレクトリでは Push 配

信と Pull 検索を組み合わせ、情報の伝搬を高効率化する。この技術は

情報の伝搬速度を向上させるための技術であり、情報大航海プロジェ

クトなどで検討されている検索手段とはレイヤが別であり共存するこ

とが可能である。この高速マルチレイヤ分散ディレクトリ技術のシミ

ュレーション評価用プログラムを開発した。次に、このプログラムを

活用しシミュレーションによる定量評価を実施した。定量評価では適

合率、平均検索時間、メッセージ数、の観点で既存の分散ディレクト

リ管理技術と比較し、優位点を検証した。 

 (2) スケーラブル端末シームレス接続 

平成 19 年度の目標を達成した。具体的には、センサ端末といった低

処理能力端末を含む様々なデバイス間での接続制御の実現に向け、3G
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セルラや NGN にて用いられる SIP と開発した軽量シグナリングプロト

コルとのシームレス接続技術を新たに開発した。また、平成 18 年度の

課題であった端末演算処理量の削減についても、プロキシサーバにお

ける端末ステータス管理支援機能をもつプロキシエージェントを開発

した。プロキシエージェントにより、端末はステータス処理に関する

メッセージ処理及びタイマ処理等を省くことが可能となり、端末演算

処理量を削減できる。上記の開発シグナリング技術に関し、メッセー

ジサイズ及び CPU 使用量・メモリ使用量等のパラメータについて評価

を実施し、有効性を検証した。 

 (3) 大容量分散格納・大規模同時伝送技術 

百台規模のストレージノードまで拡張可能なユニフォームストレー

ジクラスタ（USC）のプロトタイプ試作を行った。また、このプロトタ

イプ装置では、H18 年度に開発を行ったオブジェクト配置管理アルゴリ

ズムを実現するソフトウェアを追加実装することで、所要機能を満足

する I/O 負荷分散が可能である事を検証した。 

 

平成２０年度 

(1) 高速マルチレイヤ分散ディレクトリ技術 

平成 19 年度の Push 配信 Pull 検索のアーキテクチャを発展させ、イ

ベントの配信を更新イベント配信ツリーで実施する方式を検討した。

この更新イベント配信ツリー構築手法は、(1)メッセージ量を削減する

ことによって、処理負荷と処理のためのメッセージ配信の遅延を削減

し、(2)ノードの参加離脱処理にかかる時間を削減し、このためにかか

る処理負荷を削減する。更新イベント配信ツリー構築手法に関して有

効性を検証するため、机上検討を実施した。さらにプロトタイプシス

テムを開発し小規模実験による実機評価を実施した。机上検討の結果、

更新イベント配信ツリー構築手法は 1億台のノードが参加した場合で

あっても 1ノードあたりのメッセージ送受信数を、1秒あたり十数メッ

セージという汎用的な PC の能力で輻輳などの問題が発生しない程度に

抑えることができることを示した。一方、実機評価の結果、更新イベ

ント配信ツリー構築手法は既存手法と比較して、待ち時間なく新規ノ

ード接続、及び配信ツリーの再構成を完了できることが分かった。ま

た、遅延量、スケーラビリティについては、机上検討結果を裏付ける

結果を得ることができた。実機評価の結果から、実験室環境において

は１ホップあたり約 0.0015 秒の遅延であるので、机上検討の結果と合

わせて考えると、実験室環境では最大接続数 10、1 億ノードで更新イ
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ベント配信ツリーを構成しても、1秒以内に全ノードに更新イベントが

配信可能ということが分かった。 

 (2) スケーラブル端末シームレス接続 

平成 19 年度に開発した SSP（Simple Signaling Protocol）のさらな

る軽量化を進めた。具体的には、最終目標を達成するため、想定され

る本技術の適用シーンにおいて不要な機能の削減や標準 SIP のセマン

ティクスを残しつつ負荷の少ないシンタックスをもつメッセージフォ

ーマットの定義などの手法を適用した、SIP と親和性が高い新たなプロ

トコルを開発した。また、開発したプロトコルを実際のセンサデバイ

スへ搭載して機能検証と性能評価を行うために、検証用センサ端末環

境を開発した。検証用センサ端末環境は、軽量シグナリング技術の評

価のために、無線ネットワーク上を移動する実センサ付のネットワー

クデバイスと IPv6 通信を可能とさせる環境を提供するものである。な

お、ネットワークデバイス上に実装するアプリケーションプログラム

に向けて、必要とする機能の集約およびデバイス依存部を極力隠蔽す

るための API 群も提供している。さらに、開発したセンサ端末環境を

用いて、機能検証と性能評価を行った。これによって、ほぼ最終目標

を達成するレベルまで軽量化できることを確認した。 

(3) 大容量分散格納・大規模同時伝送技術 

平成 19 年度までに研究開発を行った Uniform Storage Cluster (USC)

のプロトタイプ実装をベースに、信頼性とスケーラビリティの向上を

目的に分散協調型のメタサーバの設計と開発およびその実機評価を行

った。また、大容量データ格納基盤としての性能向上および各 DC に設

置される USC 間のデータ配送の効率化を目的に USC のオブジェクト書

き込みの並列化の検討と設計を行った。加えて、大規模広域環境への

USC 適用を目指しコンテンツアクセスパターン検討、システム負荷の低

減を目的としたユーザ視聴行動の積極的誘導を行うコンテンツ視聴支

援システムの試作、および以上の結果を踏まえた Non-Uniform Storage 

Cluster (NUSC)のアーキテクチャ検討を行った。 

 

課題ア－４ 分散サービス間コラボレーション技術 

平成１８年度 

(1) サービスコラボレーションエンジン技術 

NGN 内の SCF (Service Control Function)とサービスを提供するサ

ーバ群との間に構築する連携型ネットワークサービスプラットフォー

ムの基本アーキテクチャおよび階層化シナリオ駆動型サーバ連携技術
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を確立した。また、連携型ネットワークサービスプラットフォームの

実験システムを構築し、実験システムを用いて、2種類以上のサーバと

連携する、連携型ネットワークサービスプラットフォームの実験シス

テムを構築し、2種類以上のユースケースに対する連携基本シナリオを

策定し、基本方式の有効性を検証した。 

(2) 認証サーバ連携によるセキュリティ高度化技術 

既存の認証サーバ、認証方式、認証プロトコルについて調査を行い、

各方式の認証レベルを策定した。同時に、ITU-T 勧告 X.1141「Security 

Assertion Markup Language (SAML)2.0」に基づいた認証結果の記述方

式を検討し、異なる認証サーバによる認証でも認証結果を一元的に扱

うことが可能となる、SAML ベース認証トークンの仕様を策定した。さ

らに、上記の連携型ネットワークサービスプラットフォームに基づい

て、アプリケーションサービスに接続する連携基本シナリオおよび、

ID/パスワード型認証サーバ、電子証明書型認証サーバと連携するサー

バ別連携シナリオを作成し、ID/パスワード型認証サーバ、および電子

証明書型認証サーバ向けアダプタを開発し、実験システムを用いて認

証サーバ連携を実証した。 

 

平成１９年度 

(1) サービスコラボレーションエンジン技術 

連携基本シナリオからサービスの実行に支障ない範囲で連携順序を

入れ替えた派生シナリオを生成する、シナリオ更新技術を確立した。

また、初年度に開発した連携型ネットワークサービスプラットフォー

ムにシナリオ更新技術を取り入れた実験システムを構築し、2種類以上

のサーバと連携が必要な連携基本シナリオに対して、連携順序の異な

る派生シナリオを生成し、2つのシナリオを実行することで、本技術の

有効性を確認した。 

(2) 認証サーバ連携によるセキュリティ高度化技術 

ユーザ端末の特性に応じた認証方式を選択する、端末対応型認証サ

ーバ選択技術を確立した。さらに、認証サーバ選択技術を取り入れた

実験システムを構築し、ID パスワード認証方式が利用可能なユーザ端

末と電子証明書認証方式が利用可能なユーザ端末をそれぞれ準備し、2

台のユーザ端末を使用する実験システムを用いて、端末特性に応じた

認証サーバ連携が実現できることを実証した。 
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平成２０年度 

平成 20 年度は、本研究開発を機能面で完成させるという目標達成に

向け、平成 19 年度までに確立した技術のさらなる高度化を目標に研究

開発を実施した。 

（1）サービスコラボレーションエンジン技術 

サービスコラボレーションエンジン技術については、平成 20 年度は、

平成 19 年度に策定した仕様に基づき、動的シナリオ更新技術（連携先

サーバの負荷状態に応じ、サービスの実行に支障ない範囲で連携順序

を動的に変更して実行する技術）を確立した。すなわち、連携型ネッ

トワークサービスプラットフォーム上、連携基本シナリオに対応した

シナリオ実行機能と、機能別連携シナリオに対応したシナリオ実行機

能、の 2種類それぞれについて、動的シナリオ更新技術に対応する場

合のシナリオ実行機能の設計を行い、詳細仕様を策定した。 

さらに、動的シナリオ更新技術の有効性を検証するため、動的シナ

リオ更新技術により 2種類以上の連携先サーバの負荷状態を変更する

ことで、連携順序が入れ替わりながら、所定のサービスが提供できる

ことを確認した。 

（2）認証サーバ連携によるセキュリティ高度化技術 

また、認証サーバ連携によるセキュリティ高度化技術については、

平成 19 年度までに確立した認証サーバ連携技術を拡張して、ユーザが

端末を変更した場合などでも同じ回線を使用し続けている場合であれ

ば認証を不要にする、等を実現するための、複合型認証サーバ選択技

術を確立した。すなわち、現在ユーザが受けている認証を認証対象ご

とにユーザ・端末・回線の 3種類に分けて管理し、異なる対象の認証

結果に基づいて認証トークンを要求・発行するための基本仕様および

詳細仕様を策定した。 

さらに、複合型認証サーバ選択技術の有効性を検証するため、CNSP

がユーザ認証を代行する実験システムを構築し、ユーザが２つのユー

ザ端末を変更した場合などでも同じ回線を使用し続けている場合であ

れば認証なしにサービスを利用し続けられることを確認した。 

 

課題イ：ネットワーク間高度接続技術の研究開発 

課題イ－１ FMC シームレス制御技術 

平成１８年度 

(1)FMC シームレスサービス制御技術 

ユーザの状況や嗜好に応じて利用するリソース(端末、アクセス NW、
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アプリケーション)を IMS/MMD プロトコルに準拠する方式で動的に変更

するサービス制御方式や、ユーザの利用可能なリソースの状態情報を

プレゼンスサーバの状態に応じて分散的に管理するプレゼンス分散管

理方式を考案した。考案方式のソフトウェア試作を行い、プロトタイ

プを用いて性能評価を行った。考案方式に関して、特許出願および学

会発表した。さらに OMA の CPM ( Converged IP Messaging ) 分科会に

おいて、研究開発成果の一部を RD (Requirements Document) 案として

提案した。 

 (2)異種ネットワーク間セッション制御技術 

移動と固定といったアクセスメディア単位でのフローレベルのパケ

ット転送品質や、端末エンドトゥエンドのユーザ主観品質を簡便かつ

高精度で推定し、輻輳時のアドミッション制御をはじめとするマルチ

メディアサービスのセッション制御を実現するため、端末側およびノ

ード側基本機能の検証システムを開発し、その評価と成果の学会発表

を行った。 

具体的には、RTP/RTCP（Real-time Transport Protocol/RTP Control 

Protocol）およびその拡張プロトコルを活用し、端末側ユーザ QoE/QoS

情報の通知機能を実現するソフトウェアの試作とともに、端末機能と

連携したネットワーク側ノード機能として、RACF（Resource and 

Admission Control Functions）システムに適用可能な、ノード側セッ

ション制御スキームを検証する基本ソフトウェアを試作した。これら 2

つの基本ソフトウェアにより、ユーザ QoE/QoS 通知パケット構成手法、

同通知パケット数の削減を目的とした転送パスの設定・解放手法にか

かわる機能検証を行った。 

研究開発成果に基づく標準化活動については、NGN 検討のリード SG

である ITU-T SG13 を中心に研究技術のコンセプト提案を行った。その

一環として、セッション制御技術に不可欠なユーザ QoE/QoS 情報通知・

管理手法について、中日韓(CJK)の協力に基づく標準化検討スキームの

構築を推進した。 

 

平成１９年度 

（1）FMC シームレスサービス制御技術 

1 ユーザの複数端末間ならびに複数ユーザの端末間で、音声や映像な

どのメディアの出力時刻を同期する端末間メディア同期方式や、NGN へ

のマイグレーションを促進するため、現行の SIP 端末に手を加えずに

NGN に収容可能とする NGN アダプテーション技術を考案した。考案方式
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のソフトウェア試作を行い、有効性を評価した。加えて、特許出願や

学会発表を行った。さらに OMA CPM ( Converged IP Messaging ) 分科

会において、研究開発成果の一部を RD ( Requirements Document ) 案

として提案し、提案内容が盛り込まれたまま、CPM RD の最終版が OMA

で承認付議されるに至った。 

（2）異種ネットワーク間セッション制御技術 

端末側でのユーザ体感品質（QoE; Quality of Experience）と端末

エンドトゥエンドの IP 転送品質（QoS；Quality of Service）に基づ

く、サービスセッションの制御方式の研究を推進した。今年度は、音

声および映像品質の検討を進め、同一の端末に複数の異なるセッショ

ンが設定された場合を想定した、マルチモーダルなサービス品質評価

環境の構築を進めるとともに、配信サービスを考慮したサービス・ス

トリーム制御の検討に着手した。これらの検討を通じて得られた知見

をベースに、ITU-T SG13、IETF AVT-WG における国際標準化活動、学会

発表を行った。 

さらに、中日韓(CJK)の協力に基づく提案技術の標準化検討スキーム

の実現に向け、KJ 間に加えて CJ 間の連携強化を図るとともに、CJK-NGN

テストベッドの構築を進めた。結果、異種ネットワーク間セッション

制御機能に必要かつ重要なサービス品質評価手法を、同テストベッド

において CJK が協力して検証することを合意した。 

 

平成２０年度 

（1）FMC シームレスサービス制御技術 

NGNにおけるアクセスゲートウェイの負荷低減を目的としたNGN適用

ホームゲートウェイ拡張方式を考案した。考案方式では平成 19 年度ま

でに開発した NGN アダプテーション機能を拡張するとともに、アクセ

スゲートウェイの一部機能や権限をホームゲートウェイに移譲し、ホ

ームゲートウェイとコア間で協調してゲート制御を行う。これにより、

SIP セッションの任意のフローについて、NGN を経由させて QoS をサポ

ートする経路と、ホームゲートウェイ間でベストエフォートによる直

接通信をさせる経路のいずれかを柔軟に割り当てることが可能となる。

一部フローについて NGN を経由させないことは、アクセスゲートウェ

イの負荷軽減にもつながる。考案方式をソフトウェア試作により PC 上

に実装し、性能評価を実施した。 

また、サービス制御技術の利用シーン拡大に向け、SDP を通じてサー

ビス制御機能ならびにプレゼンス機能を利用するための API の設計、
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SDP への実装を行った。これにより端末がサービス制御技術に対応した

SIP プロトコルを持たなくとも、WEB サービスを介してサービス制御を

要求することが可能となった。さらに、WEB サービスを容易に呼び出す

ための WEB ユーザインタフェースを構築することで、端末が WEB ブラ

ウザさえ持っていれば、端末リストならびにセッション状態の表示、

サービス制御の要求を行うことが可能となった。外部発表としては、

特許 3件の出願および国内学会における 3件の発表を行った。 

また、OMA（Open Mobile Alliance）の CPM（Converged IP Messaging）

分会において、セッション実行中における端末の切替えや複数端末の

使用に関して提案し、OMA 標準となる CPM AD (Architecture Document)

仕様への盛り込みに成功した。加えて、3GPP の MMSC(Multimedia 

Session Continuity)に関する TR(Technical Report)23.839 に、セッ

ション実行中における端末の切替えや複数端末を利用するユースケー

スならびに情報シーケンスを盛り込んだ。 

(2) 異種ネットワーク間セッション制御技術 

これまでのところ、端末エンドトゥエンドのサービス品質変動の大

きな FMC（Fixed and Mobile Convergence）環境へ適用すべく、NGN 事

業者の相互接続区間及びホームネットワークを含むアクセス区間、そ

してユーザ直近の端末側の各区間のサービス品質情報を汎用的かつ効

率的に収集し、これらの情報に基づくサービスセッションの制御方式

に関わる研究を行ってきた。 

今年度は、音声と映像を同時に提供する際のユーザ体感品質(QoE)の

推定技術の高度化と端末エンドトゥエンドの品質把握精度を高め、マ

ルチメディアストリームの各種セッション制御機能の検証と伴に、提

案機能のスケーラビリティ向上検討に着手した。これらの検討は、高

品質なサービス提供を特長の一つとする NGN アーキテクチャの技術要

件に即したものである。提案技術の普及のため、NGN における性能測定

管理の要求条件・管理アーキテクチャ（MPM: Management of Performance 

Measurement）として、中日韓（CJK）と連携して標準化を推進し、ITU-T 

Y.2173 として勧告化した（2008.9）。 

さらに、本研究の受託各社との相互接続による連携検討が可能な、

CJK の NGN テストベッドの整備を進め、各国のサービス提供システムの

構成を考慮した協働実験環境を構築した。なお、本検討の一部は、TTC

（社団法人 情報通信技術委員会）における、NGN アーキテクチャ専門

委員会の CJK NGN-WG 検討の一環として検討している。外部発表として

は、標準化提案 4件、研究論文 1件、国際会議 1件、収録論文 1件、
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CJK NGN-WG 会合における口頭発表 6件の発表を行った。 

 

課題イ－２ キャリア間高性能・高信頼相互接続技術 

平成１８年度 

v4/v6 変換機能・アドレス変換によるトポロジ隠蔽機能・ピンホール

制御機能等を提供する、ATCA プラットフォームベースのベアラトラフ

ィック専用セッションボーダーコントローラの仕様検討及び 1次試作

を行い、スループット・処理遅延に関する性能評価を行った。 

SBC で観測可能と思われるネットワーク品質に関わるトラフィッ

ク・パラメータの洗い出しを、SBC がオペレーションサーバ・ポリシー

サーバ等と連携するにあたり出力する特徴量を抽出することを前提に

行った。また、これらの観測対象から想定する特徴量を抽出する手法

として、ストリームデータを継続的に解析する手法に関して調査を行

い、実現性の検討を行った。これらにより得られた知見に基づき、SBC

からオペレーションサーバ・ポリシーサーバに提供可能と考えられる

トラフィック品質に関わる特徴量の候補を、H18 年度目標であるインタ

フェース仕様書案の検討成果に盛り込んだ。 

 

平成１９年度 

v4/v6 変換機能・アドレス変換によるトポロジ隠蔽機能・ピンホール

制御機能等を提供する、ATCA プラットフォームベースのベアラトラフ

ィック専用セッションボーダーコントローラの仕様検討及び 1次試作

を行い、スループット・処理遅延・EMI・環境条件等に関する評価を行

った。また、2次試作として、CODEC 変換機能・背面実装・10Gbps イン

タフェース対応等に関する仕様策定及び方式検討を進めている。 

品質劣化イベントが頻出するセッション等の抽出に応用が期待でき

る頻出値の抽出手法について、非定常なデータに対応し、且つリソー

スの増加を大幅に抑える手法を提案し、本課題に適用できる見通しを

得た。また、平常時の観測フローの選択の検討を行い、ここからの学

習による異常検知の検討を行った。これらにより得られた知見に基づ

き、SBC でトラフィックを観測することと、そこから得られる特徴量を

解析対象としてネットワーク品質推定を行うことを前提とした仕様検

討を行い、今後の一連の処理の作成のベースとなる、H19 年度目標であ

る 1次仕様案を作成した。 
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平成２０年度 

2 次試作として、CODEC 変換機能・背面実装・SIP 方言変換等のシグ

ナリング変換処理機能を搭載したセッションボーダーコントローラを

開発し、成果物の評価を行った。評価の内容は、ベアラトラフィック

のスループット及び処理遅延性能・EMI 測定・温湿度評価試験・シグナ

リング変換処理機能による端末相互接続性評価・メディア変換機能処

理遅延測定である。また、3次試作の準備として、10Gbps インタフェ

ースの収容機能及び SRTP 対応に伴う SDP 変換機能、セッションボーダ

ーコントローラとオペレーションサーバ・ポリシーサーバとの連携機

能等に関する仕様検討を行った。 

昨年度までに調査・検討された大規模時系列データの処理方式、入

出力仕様案に基づき、シミュレーションデータ・サンプルデータの読

み込みからネットワーク品質推定までの一連の処理を行う実験環境を

作成し、この上でネットワーク品質推定手法の研究を行った。開発さ

れた手法についてこの環境上で、処理効率の評価・改良を行った。こ

れにより、来年度以降に SBC でのトラフィック観測に基づく秒単位で

の品質推定及び要因分析に繋げることが可能となるネットワーク品質

推定技術の基盤を築いた。 

 

課題イ－３ 自律分散 QoS 制御技術 

平成１８年度 

エンドトゥエンドの QoS を実現するための基盤技術に関する方式検

討を実施し利点、欠点を明らかにした。またシミュレーションによっ

て検討方式の特徴を明らかにするとともに本課題の最終目標を達成す

るための改善項目を抽出した。同時に、方式実現に必要な端末のプロ

トコルスタック（ソフトウェア）を開発し基本動作面で実装特有の問

題はないことを確認した。これらのことを考慮して、本課題の最終目

標を達成するために既存方式の問題点を克服する新たな方式の考案を

行った。 

 

平成１９年度 

H18 年度に提案した方式に関して検討し定性的な特徴を明らかにし

た。定量的な面については、シミュレーションにより提案方式の特徴

を明らかにし本課題の最終目標を達成するための改善項目の抽出を行

った。提案方式は市販のルータでは実現できないため実機による検証

としてソフトルータによる検証に頼らざるを得ない。そこでソフトル
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ータと実際のルータが定性的には同じ性能であることを確認するため

に、既存方式においてソフトルータのプロトコルスタック（ソフトウ

ェア）を試作した。これらから本課題の最終目標を達成するために提

案方式の改良点を明らかにした。 

 

平成２０年度 

IETF で議論されているリアルタイム通信の自律分散 QoS 確保技術で

ある PCN の新たな方式を提案した。この方式は、PCN WG が標準として

決定したマーク数制限１を満し、PCN の 3 つの領域をマーク無し、一部

のパケットにマーク、全てのパケットをマークすることによって表現

している。このマーキング方法は、待ち行列理論におけるリトルの公

式、PASTA を基にしている。制御性能については、より多くのマーク数

を用いた既存方式で制御精度が高い方式と受付制御についてはほぼ同

等、強制切断については負荷が高いときに、より高い精度を持つこと

をシミュレーションにより示した。また既存方式が持つ性能劣化原因

を排除したことにより、IE ペア内の多重フロー数が少なくても性能劣

化を起こさないことを示した。 

 

課題イ－４ キャリアネットワーク構成機器相互接続技術 

平成１８年度 

（1）セキュリティプロトコルに関する相互接続性検査仕様の開発 

IPSec を規定している RFC(RFC4301、RFC4303、RFC4305)を対象とし、

接続性検査仕様の策定を実施した。策定した検査仕様は、実証実験の

実施を通して、その結果をフィードバックした検査仕様を IPv6 Ready 

Logo プログラムへ提案し、採択された。 

（2）IP コネクティビティ確保技術に関する相互接続性検査仕様の開発 

NEMO(ネットワークモビリティ)を規定している RFC(RFC3963)および

DHCPv6 を規定している RFC(RFC3315、RFC3646、RFC3736)を対象とし、

接続性検査仕様の策定を実施した。策定した検査仕様は、実証実験の

実施を通して、その結果をフィードバックした検査仕様を IPv6 Ready 

Logo プログラムへ提案し、採択された。 

（3）セッション管理に関する相互接続性検査仕様の開発 

SIP と SIP に関連する RFC(RFC3261、RFC3264、RFC4566、RFC2617、

RFC3665)を対象とし、接続性検査仕様の策定を実施した。策定した検

査仕様は、実証実験の実施を通して、その結果をフィードバックした

検査仕様を IPv6 Ready Logo プログラムへ提案し、採択された。 
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平成１９年度 

（1）セキュリティプロトコルに関する相互接続性検査仕様の開発 

IPSec を規定している RFC(RFC4301、RFC4303、RFC4305)を対象とし、

接続性検査仕様の策定を実施した。策定した検査仕様は、実証実験の

実施を通して、その結果をフィードバックした検査仕様を IPv6 Ready 

Logo プログラムへ提案し、採択された。 

（2）IP コネクティビティ確保技術に関する相互接続性検査仕様の開発 

NEMO(ネットワークモビリティ)を規定している RFC(RFC3963)および

DHCPv6 を規定している RFC(RFC3315、RFC3646、RFC3736)を対象とし、

接続性検査仕様の策定を実施した。策定した検査仕様は、実証実験の

実施を通して、その結果をフィードバックした検査仕様を IPv6 Ready 

Logo プログラムへ提案し、採択された。 

（3）セッション管理に関する相互接続性検査仕様の開発 

SIP と SIP に関連する RFC(RFC3261、RFC3264、RFC4566、RFC2617、

RFC3665)を対象とし、接続性検査仕様の策定を実施した。策定した検

査仕様は、実証実験の実施を通して、その結果をフィードバックした

検査仕様を IPv6 Ready Logo プログラムへ提案し、採択された。 

 

平成２０年度 

キャリアネットワーク間の相互接続技術に関する検査仕様の策定を

行い、それぞれ適切な実証実験から課題が明確になった。 

（1）セキュリティプロトコルに関する相互接続性検査仕様の開発 

セキュリティプロトコルに関しては、H18 年度に検討した IPsec、H19

年度に検討した IKEv2 に引き続き、IPsec における鍵管理プロトコルの

一つである KINK の基本的な機能について検討を行った。KINK では実証

実験において、以下の標準仕様と異なる不具合を指摘し、相互接続性

の向上に貢献した。 

（2）IP コネクティビティ確保技術に関する相互接続性検査仕様の開発 

IP コネクティビティに関しては、H18 年度に検討した DHCPv6、NEMO、

H19 年度に検討した IPv6 core の改変、IPsecv3 に対応した MIPv6 に引

き続き、マルチキャスト配信に必須となる MLD について検討した。MLD

では実証実験において、以下の標準仕様と異なる不具合を指摘し、相

互接続性の向上に貢献した。 

（3）セッション管理に関する相互接続性検査仕様の開発 

セッション管理に関しては、H18 年度の SIP、および H19 年度の IMS
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の UE 基本機能に引き続き、NGN の基盤的な技術として今後の発展・普

及が期待されている IMS について H19 年度よりも広い範囲の UE 機能、

および IMS サーバの基本機能に関する検査仕様の検討を実施した。IMS

では実証実験において UE、サーバそれぞれに、以下の標準仕様と異な

る不具合を指摘し、相互接続性の向上に貢献した。 

 

 

（７）研究開発イメージ図 
研究開発成果のイメージ等を以下に示す。 
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「次世代ネットワーク（NGN）基盤技術の研究開発」の研究開発成果について

各々異なる特性を持つモバイル網・ホーム網と相互接続されたNGNにおいて、1億超の端末(ヒト・物)から多種多様な情報（映像・
音声・データ）の受発信を、ユーザが端末や環境を意識することなく、同時に多種多様なサービスを運用しながらリアルタイム・高
質・高信頼に実現するICTプラットフォーム

１．施策の目標

２．研究開発の背景

国家のＩＣＴ戦略として、いつでも、どこでも、誰でも、何でもがブロードバンドサービスにアクセス可能な「ユビキタスネット社会」の実
現が望まれている。本ユビキタスネット社会では、音声、データ、映像などの様々なコンテンツを、自由に、低コストで、高品質で、安
全に流通させる技術が必要であり、このため、高い柔軟性・拡張性を有するＩＰ技術をベースとしつつ、マルチメディアコンテンツの流
通においてＱｏＳやセキュリティの確保が可能な次世代ネットワークの実現のための基盤技術の研究開発が必要とされている。
次世代ネットワークは、サービス関連機能が転送関連技術とは独立なパケットベースで高い拡張性・柔軟性を有するネットワークを
実現し、QoS制御可能なIP網をベースに様々なマルチメディアサービスを提供し、固定だけでなく移動体にも対応するネットワークで
あり、更に異種ネットワーク間の高度な接続性の実現を目指している。 この次世代ネットワーク実現に向けては多くの達成すべき技
術が存在している。
また、ブロードバンドの普及等で世界的にも先陣を切る我が国の技術力を活かし、世界の標準化を先導し、我が国の優位性を確保
すると共に、世界に貢献する必要がある。

３．研究開発の概要と期待される効果

４．研究開発の期間及び体制

平成18年度～平成22年度（5年間）
NICT委託研究（日本電信電話株式会社、日本電気株式会社、株式会社日立製作所、株式会社KDDI研究所、沖電気工業株式会社、

エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ株式会社）

次世代ネットワークにおける基盤技術として、次世代コアネットワークを構成する技術とネットワークを高度に相互接続するための技
術が重要である。次世代コアネットワーク構成技術を確立するための技術として①機能分散型トランスポートネットワーク制御統合
技術、②高度トランスポートサービス処理マウント技術、③大容量分散データ流通技術、④分散サービス間コラボレーション技術の
研究開発を行う。また、ネットワーク間高度接続技術を確立するための技術としては⑤FMCシームレス制御技術、⑥キャリア間高
性能・高信頼相互接続技術、⑦自律分散QoS制御技術、⑧キャリアネットワーク構成機器相互接続技術の研究開発を行う。
次ページの図に、本研究開発の全体イメージを示す。
本研究開発により、リアルタイム・高質・高信頼なアプリケーションを実現するICTプラットフォームが構築できる。これらを実現する
ための各課題は、従来技術では実現が困難なものであるが、新たな世界を先導できる方式を提案する。
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「次世代ネットワーク（NGN）基盤技術の研究開発」の全体イメージ

CE

FE

FE

FE
FE

CE SE

他NGN
インターネット

ホームNW

モバイル網

主信号
NE制御
シグナリング

SE

認証、課金、位置情報

サービス
コラボレーションエンジン

分散データ流通基盤

課題ア-３

自立分散QoS制御
課題イ-３

高性能高信頼
相互接続

課題イ-２

FMCシームレス制御
課題イ-１

NGN

運行状況株価情報スポーツ中継 選挙速報 災害情報
コミュニティ

ｻｰﾋﾞｽ中断時間の
極小化

ユビキタス、個人志向

端末・網の接続条件制約による
ストレスフリー

サービスコラボレーション
局所集中ｱｸｾｽ（災害情報共有等）による

品質劣化なし「リアルタイム」「高品質」「高信頼」な
アプリケーションサービス

1億超の端末 映像・画像・音声・
ﾃﾞｰﾀ（気温・気圧等ｾﾝｻ情報等）

ﾎｰﾑ・ﾓﾊﾞｲﾙ・ﾕﾋﾞｷﾀｽ機器
(PC, PDA, 監視ｶﾒﾗ、車載ｶﾒﾗ, …）

仕様適合性
検査システム

課題イ-４

機能分散トランスポート制御

高度トランスポートサービス

課題ア-１、２

課題ア-４
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課題ア 「次世代コアネットワーク構成技術の研究開発」 の主な成果

・ア-1：機能分散型トランスポートネットワーク制御統合技術
大規模ネットワークに向けたネットワークの安定化・運用の効率化等を

目指し、制御機能と転送機能を分散配備したネットワークアーキテクチャ
技術の確立のため、機能分散型アーキテクチャにおける基本動作を確認す
るとともに、安定性、効率化の観点からCE障害あるいは高負荷時の動的再
構成技術の確立、高速経路計算技術の基本動作確認を実施した。
・ア-2：高度トランスポートサービス処理マウント技術

サービス処理機能を動的にマウントすることで、効率的な機能配備を可
能とする高度トランスポートサービス処理マウント技術の確立のため、機
能分散型トランスポートネットワークにおいて複数のサービス機能（SE)
を利用するためのSE経路制御技術を確立した。

・日韓実証実験
これらの技術の日韓間での検証実験を実

施するとともに、標準化活動（寄書提案を
含む）を推進した。

日本

韓国

国際回線

日韓検証実験

• 分散ディレクトリ技術
– 更 新 イ ベン ト配 信 ツリ ー構 造 を動 的 に最 適 化 する ア ル ゴ リズ ム を提 案

– 配 信 効 率 を 改 善 し、 机 上 計 算 と小 規 模 実 験 の 結 果 、最 終 目 標 達 成 にメ
ド

• 軽量シグナリング技術
– 低 ス ペッ ク 機 器 向 けに 負 荷 大 幅 軽 減 (数 値 目 標 達 成 )
– 8bitマ イ コン搭 載 セ ンサ 端 末 上 で動 作 検 証 を完 了

• 大容量分散格納・大規模同時伝送技術
– 分 散 ス トレ ージ 技 術 に 低 遅 延 配 信 機 能 を開 発

– 大 容 量 デ ー タ共 有 ／ 配 信 を
プ ロト タイ プ 装 置 検 証

8bitマイ コ ン搭 載 セ ンサ 端末 に よる

軽 量 シグ ナ リング 動作 検証
低 遅延配 信機 構 を追加 した

プ ロトタイ プ 装置

ＮＧＮ環 境に 共 有・ 蓄積 ・配
信 制御 機能 を提供 す る要
素 技術 のプ ロトタ イプ開 発
を完 了
これらを組み合わせた情報流通のた
めの基盤構築を推進予定

•ＮＧＮ環境に共有・蓄積 ・
配信制御機能を提供する
要素技術のプロトタイプ開
発を完了

•これらを組み合わせた情報
流通基盤構築を推進予定

•ＮＧＮ環境に共有・蓄積 ・
配信制御機能を提供する
要素技術毎のプロトタイプ
開発は完了

•統合した情報流通基盤構
築の推進を予定

PW 認 証

サ ーバ

OTP認証

サ ーバ
回 線認 証
サ ーバ

複合 型
認 証 サー バ
選 択機 能端 末情 報

ユ ー ザ

認証状 態

ユーザ

サー ビス
ポ リシー

認証方 式
レベ ル

サ ー ビス実 行 機能

派生 シ ナ リ オ生 成 機 能負 荷

状 態

依 存

関 係

プレゼ ンス
機 能

メッ セ ージ
ング 機 能

テレフ ォニ ー
機 能

ディレ クトリ
機 能

HT TP
エー ジェント

動
的
シ
ナ
リ
オ

更
新
機
能

連 携 型
ネ ットワ ークサ ービ ス

プラ ット フォ ーム （CNSP）

オ ペ レータ

連 携 基本
シ ナ リ オ

負荷 状 態管 理

依存 関 係管 理

• 連携 先 の負 荷 状 態に 応 じて
シナ リオ を動 的に 変 更

連 携 先 サーバ の 負 荷状 態 をリ ア

ルタイ ムに 管 理 し、閾 値 を超 え
ると想 定され る場 合に はシ ナ リ
オ内 の 実 行順 序 を動的 に 変更

••連携 先 の 負荷 状 態に 応じて連 携 先の 負 荷 状態 に 応 じて

シナ リ オ を動 的に 変更シ ナ リ オ を動的 に 変更

連 携先 サ ーバ の 負荷 状 態をリ ア
ル タイ ムに 管 理し 、閾 値 を超 え
ると想 定 される 場合 に は シナ リ
オ 内 の 実行 順 序を 動的 に 変 更

SIP
エージ ェ ント

•複 雑 化する 認証 要 求を N GNで 吸 収

要 求 レベ ル の 設定 （対 象とレベ ルの 組 み合 わ せ ）
の み で複 雑 な認 証要 求 （多要 素 認 証、リス クベ ー
ス 認証 、み なし認 証）に 同 時 に 対 応

••複 雑 化す る認証 要 求 を複 雑化 する認 証 要求 を NGNNGN で吸 収で 吸収

要求 レベ ル の設 定 （対象 とレベ ル の 組み 合 わせ ）
の みで 複雑 な 認証 要 求 （多 要 素認 証 、リ スク ベ ー
ス認 証 、みな し認証 ）に 同時 に 対 応

NGN
トラ ンス ポート

W eb サーバ
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トランスポート・ストラタムトランスポート・ストラタムHGW

ホームネットワーク

HGW

AGW AGW

ホームネットワーク

インターネット

NGN事業者のポリシーに応じて

QoS要のトラフィックを迂回させ、
AGW負荷軽減を実現

NGNとHGWの協調連携

HGWにおける経路制御

セキュアな
ダイレクトパスの構築

QoS要のトラフィックのみNGNを経由
NGNコアアーキテクチャ

サービス・ストラタムサービス・ストラタム

(1) FMCシームレスサービス制御技術

(2) 異種ネットワーク間セッション制御技術

課題イ 「ネットワーク間高度接続技術の研究開発」 の主な成果

入口ノード Ｂ

入口ノードＣ

内部ノード F

内部ノード H内部ノード G

出口
ノード

入口・出口ノードペアでマーク割合
を集計、結果を入口ノードに通知

入口ノードのみが個別の
フローを管理

100%

PCN-Supportable rate 

PCN-Admissible rate 

全てのパケットにマーク

一部のパケットにマーク

一切マークせず

強制切断＆
新規フロー拒否

新規フロー拒否

新規フロー受付

0%

出力インターフェースごとに
PCN traffic rateを計測し、
パケットにマーク フローの扱い

課題イー３ 自律分散QoS制御技術

NGN

GW

GW

非NGN網

ヘッダ部の1ビット使用

だけでも、制御性能が
劣化しない自律分散
QoS制御方式を提案

入口ノード A

内部ノード E

内部ノード Ｄ

課題イー４ キャリアネットワーク構成機器相互接続技術

被試験端末 パケットエミュレータ

①INVITE

②407

③ACK

④INVITE

ネットワーク機器から
対象I/F決定

Router

Server

Server

Server

標準
仕様

標準
仕様

標準
仕様

標準
仕様

標準

仕様

標準
仕様

標準
仕様

標準
仕様

標準
仕様

標準
仕様

検査仕様作成

IPv6対応機器の相互通信
性を認定するIPv6 Ready 
Logoのための検査仕様

として承認・公開。

標準化への改善提案
不具合事例の共有

標準化機関国内企業

海外企業

Server Router

検査仕様

提案
承認

IPv6 Ready Logo
相互接続
イベント

実機検証

実
機
検
証

へ
の
適
用

1

１）CODEC変換ボードを含めたATCAプラットフォーム対応一体型SBC及び背面実装対応

1Gbpsインタフェースボード・SIPシグナリング変換処理機能の開発完了。
２） 性能実績（64Byteパケットのスループット100%）

３）ネットワーク品質診断技術の１次仕様案作成。
４）ネットワーク品質診断1次仕様案に基づく、サーバ上での処理の実験環境作成

及び装置と品質推定機能のAPIソフトウェアの試作

ALG: Application Level  Gateway
IBCF: Interconnection Border Contro l Function
BGF: Border Gateway Function

I-BGF
(NAT/FW)

IBCF
(SIP-ALG)

I-BGF
(NAT/FW)

IBCF
(SIP-ALG)

Session Border Controller

A事業者IP網 Ｂ事業者IP網

SIPプロトコル変換

Lawful Intercepti on（合法的通信傍
受）

V4/v6変換

アドレスの書き換え（NAT）

パケットの遮断（FW）

品質情報の集計

通過パケットの計数IPヘッダ系

コーデック変換ペイロード系

経路情報の隠蔽（トポロジハイディング）

信号系

＜相互接続に必要な機能例＞

イー２

セッションボーダーコントローラの開発/
ネットワーク品質診断機能

＜品質診断機能実現のための研究内容＞

・観測対象の調査・検討
・大規模トラフィック向け統計量・特徴量抽出手法の調査・検証
・頻出値抽出手法の開発

・観測フロー選択手法の検討
・トラフィック学習に基づく異常検知の検討。
・受け渡し統計量・特徴量の検討。インタフェース仕様書案の

作成及び一次試作。
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SG13

次世代IPネットワーク推進フォーラム

戦略検討WG

インフラ系技術SWG サービス系技術SWG

セキュア系技術SWG

SG17

SG11

IEEE

IEEE802

PICMG

OMA

3GPP2
SG16SG12

SG9

3GPP
TSG-SA

TSG-RAN IETF

ForCES WG

PreCongestion Notification WG (pcn)

IPv6 Forum

ETSI

TISPAN

各種標準化団体対応状況

SG15

QoS制御の提案方式の
優位性を説明しWGの
支持を得ることを目指す
（AT）

QoS制御の提案方式の
優位性を説明しWGの
支持を得ることを目指す
（AT）

シームレスサービス
御方式の標準化を推
進中（KDDI）

シームレスサービス
御方式の標準化を推
進中（KDDI）

CJKでの取組み、仲間作り
から段階的にITU-Tでの標
準化活動を本格化していく。

MPM仕様の標準化を推進中（KDDI）MPM仕様の標準化を推進中（KDDI）

センサ端末向け計量シグナリング技術
の標準化方針を検討中（NEC）

センサ端末向け計量シグナリング技術
の標準化方針を検討中（NEC）

アプリケーション向けセキュリティサー
スの一つとして標準化提案を検討中
（日立）

アプリケーション向けセキュリティサー
スの一つとして標準化提案を検討中
（日立）

TSG-CT

SBC相当機能関連仕様及びイン
タフェース仕様の標準化に寄与し
ていく（沖電気）

SBC相当機能関連仕様及びイン
タフェース仕様の標準化に寄与し
ていく（沖電気）

分散アーキテクチャと本アー
キテクチャで使用するプロトコ
ルの標準化を進行中（ＮＴＴ）

分散アーキテクチャと本アー
キテクチャで使用するプロトコ
ルの標準化を進行中（ＮＴＴ）

シームレスサービス
御方式の標準化を推
進中（KDDI）

シームレスサービス
御方式の標準化を推
進中（KDDI）

検査仕様をIPv6 
Ready Logo 
Committeeに提案
し公開 （AT）

検査仕様をIPv6 
Ready Logo 
Committeeに提案
し公開 （AT）

５．これまで得られた成果（特許出願や論文発表

６．標準化対応・対外連携につい

２３３６３２６８２
次世代ネットワーク（NGN）基盤
技術の研究開発

標準化提案報道発表研究発表論文特許出願

その他：社内展示会等5件

・ITU-T、3GPP、OMA、IETF等を中心に標準化提案活動を推進した。一例として、日中韓CJKの協働作業により、NGNにおける
性能測定管理の要求条件と機能仕様及び管理アーキテクチャ（MPM: Management of Performance Measurement for NGN）
を、ITU-T Y.2173として国際標準化した。

・日中韓における連携検討の枠組み強化の上、CJK-NGNテストベッドを構築し、NGNサービスの提供に重要な、端末エンドトゥエ
ンドのサービス品質とそのサービスセッション制御管理に関わるMPM機能の検証とともに、機能分散型トランスポートネットワーク
技術に係わる検討を推進した。

・国内における次世代IPネットワーク推進フォーラムの場を利用して意見交換を行い、寄書提案に反映した。

ＣＪＫテストベッド環境

 


